
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 NPOあおぞら

1 事業の成果

創立以来 40年近くにわたり障害者支援事業を展開し、延べ 3500名 以上の支援実績を誇る豊島区内

で最も歴史ある法人の一つである。2020年からの 3年間で法人アイデンティティを推進 し、法人ロゴ、

法人理念、行動指針の策定、ホームページ改修や活動紹介の動画制作を行ってきた。処遇改善の一環とし

て、職員の能力開発を 2022年 に新たに導入。人材育成に力を入れ、現在、非常勤を含め 28名 の職員が

'働いている。さらにガバナンスの強化を進め、開設 して 2年が経過 した 「あおぞらコミュニティセンタ

ー」を中心に、地域の環境に溶け込んだ、開かれた地域福祉の拠点としての活動を展開している。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業              (事 業費の総費用 191,385千 円)

定款に記載
された

事業名

事業内容 日時 場 所
従事者
人数

受益

対象者

範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

農園、山荘の
設置及び管
理運営

障
身
を
園

吾者・ 高齢者 等が
体的 。精神的健康
増 進 す る た め 農
・ 山荘を設置

休止中
0

農作業、陶芸
等の体験学
習

障害者・高齢者等を
対象に、農園等を利
用 して、農作業・陶芸
等の体験学習を実施

令和 4年 4月

1日 ～令和 5

年 3月 31日

練馬区 3人

東京都内在

住の障害者

及び高齢者

200名 0

障害者福祉
サー ビス事
業

障害者の就労支援
及び共同生活支援
事業

ク
゛
ルーフ ホーム4ユニット

就労継続支援 B型 2施設

相談支援事業 1箇所

令和 4年 4月

1日 ～令和 5

年 3月 31日

豊島区

共同生活 10人

就労支援 10人

相談支援 2人

精神障害者

共同生活支
援事業 18名

就労継続
支援 70名
相談支援
事業 55名

106,009

障害者地域
生活支援事
■ヒ
:オく

精神障害者 に地域
社会での生活 の場
を提供 し、日常生活
上の必要な助言、指
導、援助を行 う

令和 4年 4月

1日 ～令和 5

年 3月 31日

豊島区 4人 精神障害者
精神障害者

43名
25,887

産 業精神保
健 に関わ る
支援事業

メンタルヘルスに
関する研修 令和 4年 6月

埼玉県

朝霞市 1人 行政ほか 受講生 50名 17

本部事業 上記業務を統括

令和 4年 4月

1日 ～令和 5

年 3月 31日

豊島区 2人

職員

自治体

ほか

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 0 】千円)

定款に記載
された事業名

事業内容 日時 場 所
従事者

人数

事業費

(千 円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和4年度 活動計算書 (そ の他事業が生_上 場ヽ合)

事 業 報 告 用

正 員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金 (豊 島区)

受託補助金 (そ の他)

37,292,372
28、 232.886

65.525,258

4

受託事業収益
訓練等給付

7,802,488
106.009,064

113,811,552

雑収入

利用者負担金
受取利息

4,979,851
6,290,648

578
777 346

12,048.423

191.385.

0

0

7,506.810

7,506.310

2,719.189

10,225,999

0

70,610,216
15,165.267
14,020,124
3,236,866

103.032.473

1

1

給料手当
職員手当
工賃支払い

行事費
利用者旅費交通費
受注開拓費
原価材料費
指導用材料費
備品購入費

役員報酬
給料手当
職員手当
共済費
報酬

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
施設借上費
駐車場借上費
その他使用料・賃貸料
旅費交通費
リース料
保険料
外注支払・委託費
修繕費
減価償却費
雑費 (負担全)

印刷製本費
租税公課

ノ1,660.310

2.641,380

2,260,890
2,902,198
1,456.323

36,325,130

4,273,065
114,736
286.700

174 692
184 918 /

【A霜 6 466 451

災害損失

当 期 経 常 外 減  額 C D 86 292 274
92 758

92 758.

経 常 収 益

1

:|

3 受取 助 成金 等

販 市 市 ト





28

令和4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人NPOあ おぞら

1.重要な会計方針
計算書類の作成は NPO法 人会計基準です。

棚卸資産の評価基準及び評価方法

固定資産の減価償却の方法
車両運搬費及び什器備品の減価償却は、定率法によっています。

|)引 当金の計上基準
・退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に発生していると

認められる金額を計上しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて

計算 しています。
|1施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

・ 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事業別損益の状況

共同生活支援 十■||.1て ■ |!it |||!域 活動 t賽 |'( 収益事業計 管理部門 法人計

I経常収益

1受取会費

2受 取寄付金

3受 取助 成 金

豊 島区補助 金 ¥   12,624,470 ¥   24,667,90, ¥  37,292,37[ Y   37,292,372

その他 補助 金 Y    3,722,770 ¥   23,570,116 90,000¥ 600,00(¥ ¥   27,982,88( Y      250,000 Y   28,232,886

4事業収 益

訓練 等 給 付 ¥   76,475,058 ¥   26,350,786 ¥    3,182,774 ¥  106,008,61[ ¥ 446 ¥  106.009,064

119,80(¥ ¥    7,802,488 ¥    7,802,488受 託事 業収 入 Y    7,682,688

4,52(¥ ¥    6.290,648 Y    6,290,648利 用者 負担 金 ¥      776,820 Y    5,509,302

雑収 入 ¥      277,092 4,400Y ¥      495,371 ¥      776,863 Y    4,980,912 Y    5,757,775

経常収益計 ¥  101,558,898 Y   55,430,204 ¥    3,277,174 ¥   25,887,59C ¥  186,153,87〔 ¥    5,231,358 ¥  191,385,233

Ⅱ経常費用

1人件費

給 料 手 当 ¥   33,210,673 Y   22.668,932 ¥    4,553,994 Y    9,765,50: ¥   70,199,104 ¥      411,112 ¥  70,610,21C

職 員 手 当 Y    6,804,461 ¥    4,984,550 ¥    1.055,662 Y    2,320.594 ¥   15,165,267 ¥   15,165,267

788,000¥ ¥    1,177,336 ¥    2,059,53C ¥    3,236,866報 酬 ¥      220,836 168,500Y

Y    l,369,712 ¥   13,296,063 Y      724,061 ¥   14,020,124共済費 ¥    7,885,425 ¥    3,320,738 ¥      720,188

¥  3.194,703 ¥  103,032,473人件費計 ¥   48.121,395 ¥   31,142,720 ¥    6,329,844 ¥   14,243,811 ¥   99,837,770

2そ の他 経 費

作業 工 賃支払 ¥    7,356,710 ¥      140,100 ¥    7,496,81C 10,000¥ ¥    7.506,810

原 価材 料 費 857,568Y ¥      196,979 Y    l,054,547 ¥     -628,080 ¥      426,467

外 注支払・ 委託 費 ¥    2,565,000 Y    l,994,988 ¥    3,072,500 Y    7,632,488 12,000¥ ¥    7,644,488

施設 借 上費 ¥   12,934,330 Y   19,475,000 Y      157,800 Y    3,515,400 ¥   36.082,53C ¥      242,600 ¥   36.325,130

Y      702,13C 50,000Y Y      752.130駐 車場借 上料 ¥      702,130

その他使用料 ・賃貸料 ¥    1,063,800 Y      346.500 22,110Y ¥    1,431,193 ¥    2,863,603 ¥    1.316,469 ¥    4,180,072

指導用材 料 費 29,044¥ 1,765¥ 30,809Y 30,809Y

903,870¥ 147,573¥ ¥    1.051,443 Y    l.204.100 ¥    2,255,843備 品購 入費

1,752Y 673.652Y Y    2,056,887 Y      204,003 Y    2,260,890消耗品費 ¥      959,943 ¥      421,540

22,807¥ 91,929Y Y      l14,736印刷製本費 8,564¥ 5,679Y 4,282¥ 4,282Y

¥    2,902,198水道光熱費 ¥    1,187,058 ¥    1,129,371 ¥      585,769 ¥    2,902,19〔

¥    1,456,323通信 運搬 費 ¥      547,889 Y      406,611 ¥      230,814 Y      252.48C ¥    1,437,80C 18,523¥

884,67(¥ 614,000¥ ¥    1,498,670修繕 費 Y      849,470 35,200Y

364,980¥ Y    l,000,560リース料 ¥      635,580 635,58(¥

108.531¥ ¥    3,389,239旅費交通費 ¥    1,332,932 ¥      512,366 Y      219,328 ¥    1,216,082 ¥    3,280,70〔

606.295¥ ¥    2.641,380その他役務費 ¥    2,004,050 11,790¥ 19,245¥ ¥    2.035,08[

¥    1,384.211 ¥    1,273,065雑 費 (負 担 金 ) ¥    1,886,625 Y      273,401 ¥      728,828 ¥    2,888,851

362,210¥ Y     976,91C保険料 ¥      371,450 84,420Y ¥      158,83C ¥      614,70(

Y 950 6,07C¥受注開拓費 5,120¥ 5,12(¥

286,700¥ Y     286,70C租税 公課

Y    l,957,819 ¥    1,957,819減価償却費

¥   12,144,684 ¥   73,678,76( ¥    8,207,540 Y   81,886,309その他経費計 ¥   36.201,133 ¥   24,696,866 ¥      636,086

¥   11,402,243 ¥  184,918,782経常経費計 ¥   84,322.528 Y   55,839,586 ¥    6.965,930 ¥   26,388,495 ¥  173,516,539

¥     -409,382 Y   -3,688,756 ¥     -500,896 ¥   12,637,336 ¥   -6,170,885 ¥    6,466,451当期経常増減額 ¥   17,236,370



本+日 取 得 減 少

Y  し, 124.604

¥  9,808,333

¥  1,915,796

¥  1,206,093

Y  3,676,007

¥ 11,000,000

Y  2,627,980

¥  3,722,510

¥    183,801

Y  l,100,000

Y    191,580

Y    482,438

¥    183,801

Y  l,100,000

Y    191,580

¥    482,438

¥  2,940,803

¥  8,708,333

Y  l,724.216

¥    723,655

Y 16.054.826 Y 21.026.497 Y  l,957,819 Y Y  l,957,819 ¥ 14,097,007

有形固定資産
土地建物
内装工事
工具器具備品
IT関連機器

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

3.固 定資産の増減内訳

4.借入金の増減内訳

5.役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りですぅ

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

・ 事業費と管理費の按分方法

その他の事業に係る資産の状況

期 首残高 当期借入 当期返済 期末残高科 目

Y Y長期借入金 ¥ Y

Y合 計 Y Y ¥

科 日
計算書類に計
上された金額

内、役員との

取引

内、近税者及
び支配法人と

の取引
Y Y Y

Y Y ¥

YY ¥

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和4年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定リト'営禾ll 活 動 法人 NPOあおぞら

48,454,522

22,068,739

3,060,648
その他在庫

棚卸資産
前払い費用 3,060,648

現金預金
手元現金
普通預金
定期預金

未収金

就労継続支援事業未収金

地域支援活動事業未収金

特定相談支援事業
共同生活援助事業未収金
受託事業
売掛金

1232013:|

738.5441

7,864,3141

01

517,6681

定資産
l

11,649,1361

_2._全生L」ll」

14,097,007
(1)有 形固定資産

土地
建物

器具備品

(2)無形固定資産
破産更生債権

28,029

5,485,640

20,000

2

545 000

20,000東京厚生信用組合
出資金

敷金
本部
あおぞら作業所
ワークスペースのぞみ
地域活動支援センターそよかぜ
グループホームあおぞら

690,000
818,000

2,272,640
160,000

【A】 資 産 合 計 ①+② 93,214,

-1】  負  ll責

44,471
44,471

404,088

未払金
買掛金

預 り金
源泉徴収税
住民税

152,888

251,200

7,301

7,301

2

退職給付引当金
職員

【I

【B-1】 負 債 合 計 ③+④
1     455,860

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 92,758,72



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

特定非営利活動法人 NP0 おぞら

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該 当者のみに記

入 )氏    名

1 理 事

エク
゛
チ  マサカツ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日江 口 昌克

2 理 事

フシ
゛
モト  トモヤ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日藤本 知哉

3 理 事

シケ
゛
ヤマ  ミカコ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日重山 三香子

4 理 事

t/\" t/ /'t I' 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日小林 隼

b 理 事

タケムラ  ユウシ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日竹村 有史

6 理 事

サキヤマ  リュウスケ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日崎山 竜輔

7 監 事

ハヤシ  ケンタロウ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日林 健太郎



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立 口事業報告用

令和 4年度末 社員名簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 NPOあおぞら

氏    名

江口 昌克

2 重山 三香子

3 熊澤 丈夫

4 小林 隼

5 末吉 明子

6 塩尻 美津穂

7 小池 裕美

8 妹尾 美由起

9 藤本 知哉

10 中原 真理子

11 森 利人

12 富永 誠

13 小林 恵未

14 廣保 雅映

15 岩田 陽介




